
　

賃
金
は
い
つ
上
が
る
の
だ
ろ
う
か
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
恩
恵
は
ま
ず
株
式

や
不
動
産
を
保
有
す
る
資
産
家
層
、

企
業
法
人
に
向
か
い
、
一
般
庶
民
に

は
な
か
な
か
行
き
渡
ら
な
い
印
象
が

強
い
。
社
会
的
な
公
平
は
別
と
し
て

も
消
費
税
増
税
を
２
０
１
４
年
４
月

に
控
え
る
以
上
は
、
賃
金
が
上
昇
し

な
け
れ
ば
実
質
賃
金
は
大
幅
減
少
と

な
り
、
個
人
消
費
に
も
悪
影
響
を
及

ぼ
す
。
今
回
の
景
気
回
復
の
持
続
性

を
見
極
め
る
点
で
も
賃
金
動
向
は
き

わ
め
て
重
要
だ
。

　

賃
金
動
向
を
把
握
す
る
う
え
で
は
、

厚
生
労
働
省
発
表
の
「
毎
月
勤
労
統

計
」
が
代
表
的
な
指
標
だ
。
直
近
発

表
さ
れ
た
13
年
11
月
の
結
果
を
み
る

と
、
現
金
給
与
総
額
は
前
年
比
０
・

６
％
増
と
５
カ
月
ぶ
り
に
プ
ラ
ス
に

転
じ
た
。
し
か
し
、
こ
の
上
昇
は
本

物
な
の
だ
ろ
う
か
。
現
金
給
与
総
額

は
13
年
６
月
に
も
一
時
的
に
同
０
・

６
％
増
と
上
昇
に
転
じ
た
が
、
持
続

し
な
か
っ
た
。
現
金
給
与
総
額
は
所

定
外
労
働
（
残
業
）
給
与
や
ボ
ー
ナ

ス
な
ど
も
含
む
が
、
よ
り
確
実
な
給

与
部
分
で
あ
る
所
定
内
給
与
は
11
月

の
時
点
で
も
同
０
・
６
％
減
と
依
然

マ
イ
ナ
ス
だ
。「
毎
月
勤
労
統
計
」

の
現
金
給
与
総
額
だ
け
を
取
り
上
げ

て
賃
金
動
向
の
ト
レ
ン
ド
を
語
る
の

は
む
ず
か
し
い
。

　

し
か
し
筆
者
は
、
他
の
経
済
統
計

な
ど
を
勘
案
す
る
と
、
日
本
の
賃
金

は
昨
年
末
前
後
に
上
昇
に
転
じ
た
と

判
断
し
て
よ
い
と
考
え
て
い
る
。
12

月
に
発
表
さ
れ
た
統
計
で
最
も
象
徴

的
だ
っ
た
の
は
有
効
求
人
倍
率
だ
。

11
月
の
有
効
求
人
倍
率
は
１
・
00
と
、

07
年
10
月
以
降
で
初
め
て
１
倍
を
回

復
し
た
。
有
効
求
人
倍
率
が
１
倍
以

上
と
い
う
こ
と
は
、
単
純
に
い
っ
て

企
業
は
す
べ
て
の
求
人
を
満

た
す
こ
と
が
で
き
な
い
と
い

う
状
況
を
表
わ
し
て
い
る
。

98
年
以
降
の
デ
フ
レ
期
に
入

っ
て
か
ら
有
効
求
人
倍
率
が

１
倍
以
上
と
な
っ
た
の
は
06

〜
07
年
の
２
年
足
ら
ず
に
す

ぎ
な
い
が
、
図
表
を
み
て
も

わ
か
る
よ
う
に
、
こ
の
期
間

に
は
賃
金
が
前
年
比
上
昇
に

転
じ
て
い
る
。

　

労
働
統
計
以
外
に
も
「
鉱

工
業
生
産
動
向
」
の
統
計
結

果
は
特
筆
す
べ
き
点
が
あ
る
。

13
年
11
月
の
鉱
工
業
生
産
結

果
と
同
時
に
発
表
さ
れ
た
生

産
計
画
を
み
る
と
12
月
に
は

前
月
比
２
・
８
％
増
、
14
年

１
月
に
は
同
４
・
６
％
増
と
大
幅
な

生
産
拡
大
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
生
産
動
向
は
、
所
定
外
労

働
時
間
の
拡
大
を
通
じ
て
賃
金
上
昇

に
つ
な
が
り
、
目
先
で
賃
金
が
上
昇

し
続
け
る
公
算
を
高
め
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
06
〜
07
年
の
賃
金
上

昇
が
持
続
し
な
か
っ
た
の
と
同
様
に
、

今
回
の
賃
金
上
昇
が
短
期
間
で
終
わ

る
可
能
性
も
当
然
あ
る
。
日
本
経
済

が
今
後
、
景
気
後
退
に
陥
れ
ば
、
賃

金
に
も
下
落
圧
力
が
ふ
た
た
び
加
わ

り
う
る
。
そ
の
点
で
懸
念
さ
れ
る
の

は
、
今
年
４
月
に
予
定
さ
れ
る
消
費

税
増
税
と
15
年
度
に
か
け
て
予
想
さ

れ
る
財
政
緊
縮
だ
。
財
政
再
建
の
実

施
は
中
長
期
的
に
は
必
須
だ
が
、
足

も
と
の
賃
金
上
昇
傾
向
を
持
続
さ
せ
、

消
費
拡
大
へ
の
好
循
環
に
結
び
つ
け

る
こ
と
を
阻
害
す
る
可
能
性
を
伴
う
。

そ
の
た
め
日
銀
は
、
追
加
的
な
金
融

緩
和
を
実
施
し
、
日
本
経
済
の
景
気

後
退
の
リ
ス
ク
を
極
力
最
小
と
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
だ
ろ
う
。　
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〔図表〕 賃金は有効求人倍率１倍前後で上昇を始める
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（出所）　厚生労働省、Japan Macro Advisors

賃
金
は
２
０
１
３
年
末
ご
ろ
に
上
昇
に
転
じ
た

（
厚
生
労
働
省・毎
月
勤
労
統
計
）
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